
項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト

7,896千円

現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

R1正規職員
人件費

H30実績

非常勤
特別職

R元年度目標

80.0%

70.0%

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

R2年度目標

H30年度目標
介護予防普及啓発
事業

80.0%

臨時職員

非常勤
特別職

60.5%

58.7%

臨時職員

①27,923人

②16,397人

アンケートの回答者にはその分析結果をもとに
アドバイス表を作成・送付することにより、自発
的な介護予防への取組を促進していることから
アンケートの回答率を目標指標としている。

送付物の内容の見直しを行い、高齢者の
方がより回答を行いやすくなるよう努め
た。また、東京都福祉保健局が作成した
「知って安心認知症」１０問を設けるなど、
関係各課の情報を掲載することで、幅広
い普及啓発に努めた。

アンケートの実施が本年度で５年目となり最大
で３回目の回答となる対象者が多数いること、ま
た経年比較している調査項目が多いことで対象
者の回答意欲が低下している可能性が考えら
れる。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

事業の目的及び具体的な内容

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 11,851千円

R1目標値が未達成の理由・分析

今後、事業の効率化を図りながら介護予
防に関する正しい情報の普及啓発につな
がるよう努めていく。

12,667千円 9,067千円

H30決算額

①アンケート送付数

②アンケート回答数
アンケート回答率

R1実績

R1年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

Ｂ

成果指標の目標値を達成できて
いないが、繰り返しアンケートを
行うことにより着実に介護予防
の普及啓発をすることができた。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30予算現額

0.96 人

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

指標名

8,045千円

根拠法令

9,318千円

R1その他職員
従事割合

H27年度～

期間

高齢者に居場所を提供し、在宅の高齢者が閉じこ
もり・寝たきり・認知症にならないよう支援するため
に活動している地域のボランティア団体に助成金
を支給する。
市および地域包括支援センターと連携して高齢者
の介護予防を図るとともに、高齢者の地域との関
わりを支援する。

0.47 人

高齢者の自立した生活を続けていくことに対する
意欲を高め、より自発的な取組を推進するため、
自宅で気軽にできる介護予防に関する情報や地
域の介護予防教室等について普及啓発を行う。
「認知症アンケート（健やか生活アンケート）」を実
施し、介護予防や認知症予防に関する正しい知識
の普及啓発を行うとともに、社会参加のきっかけづ
くりを行う。

0.95 人

H13年度～ 13,050千円 臨時職員

R1正規職員
人件費

54団体

期間 1.57 人
非常勤
特別職

R2年度目標

臨時職員

①54団体

②1,174人

R元年度目標

65団体

R1その他職員
従事割合

65団体

非常勤
特別職

54団体70団体

①お達者倶楽部団体数

②お達者倶楽部会員数

お達者倶楽部団体数

第７期所沢市高齢者保健福祉計画・介護保険事業
計画

8,100千円 6,770千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,222千円 6,703千円
成果指標の目標値を達成できて
いないが、既存の団体について
は、活発な活動が行われてお
り、一定の成果が挙げられてい
る。
今後、新規の団体の確保に努め
るとともに、既存団体が活動を継
続できるよう、事業の改善と効率
化を図る必要がある。

R1年度に改善した点

単身高齢者・高齢者世帯の増加が見込まれる
ことから、地域の中に「高齢者の居場所」を作る
ことにより、参加する高齢者の介護予防や認知
症予防、閉じこもり予防の効果が期待できる。そ
のため、団体数を目標値としている。

助成金申請書類について、以前から作成
の煩雑さが課題となっていたため、簡素
化を図り、円滑に書類作成ができるような
工夫を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

推進員・会員ともに高齢化が進んでおり、
推進委員等の世代交代が課題となってい
る。新規の推進委員・会員を増やすよう引
き続き周知を図っていく。

R1目標値が未達成の理由・分析

推進委員（団体運営者）の高齢化と後継者不在
により、団体の継続が困難になった団体があっ
たため。

3,939千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

R1決算額（見込み）

H30年度目標 H30実績

R1実績

今後も対象者は増加する見込みであるた
め、引き続き事業の形態を検討し、敬老
行事検討委員会に諮っていく。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

地域介護予防活動
支援事業

根拠法令 R1予算現額

0.61 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R元年度目標 R1実績
長年に渡り社会に貢献した高齢者を敬愛し、地域
住民が高齢者福祉に理解と関心を深めるために、
高齢者の長寿を祝う敬老会行事を地域で開催す
る。
敬老会行事検討委員会を開催し、市は各地区の
高齢者数や会場数等に応じ、交付金を交付する。

0.86 人
非常勤
特別職

7,600人

S49年度～ 5,070千円 臨時職員 0.27 人

0.15 人

34,996千円 33,932千円
①参加者数

②参加率
（参加者数/3月末時点75歳
以上市民数×100）

8,100人 8,363人

8,100人

H30実績

①8,363人

②17.8%
（8,363人/46,948人×100）

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

目標設定の考え方・根拠

Ａ

参加者は目標を上回り、楽しん
でいただけたとの報告を敬老行
事検討委員会で受けたため。

H30決算額

32,993千円

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

8,096人

臨時職員

R1目標値が未達成の理由・分析

R1年度に改善した点

多くの人が敬老会に参加し、楽しんでいただくこ
とを指標にしている。

敬老行事検討委員会において、令和2年
度から敬老会対象者を77歳以上、祝品対
象者を77歳へ引き上げることの議決を得
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

指標名

敬老行事開催支援
事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み） 参加者数

7,207千円

優先 自治事務

H30予算現額

老人福祉法 34,358千円

H30正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加

期間 0.37 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S51年度～ 3,075千円 臨時職員 0.35 人

R1実績

今後も安全に運営できるよう努めていく。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1,400人 1,381人

1,500人

0.25 人

①1,004人

②125人

③252人

R元年度目標
スポーツや文化交流等を通じて相互の親睦を深め
ることにより、生きがいを高めて健康増進を図る。
各種運営委員会を設置しスポーツ大会や演芸大
会、囲碁将棋大会などを開催する。

0.52 人
非常勤
特別職

1,500人

4,358千円 臨時職員

1,529人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 694千円 590千円

各種大会等開催要綱 409千円

H30正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

Ａ

改修工事のため会場を変更して
囲碁将棋及び演芸大会は実施
している。このため目標人数が
減っているが、総参加者数は目
標の90％以上となったため。

R1年度に改善した点

生きがいや心身の健康の向上を目指して、多く
の高齢者に参加してもらうことを指標としてい
る。

スポーツ大会の周知についてチラシの作
成と配布を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

昨年と比較して演芸大会の一団体当たりの構
成人数が少なかったこと、将棋大会の参加者が
減少したことによる。

指標名

①スポーツ大会参加者

②囲碁将棋大会参加者

③演芸大会参加者

総参加者数

H30その他職員
従事割合

H30実績H30年度目標

H30決算額

R1決算額（見込み）

284千円

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

高齢者スポーツ大会
等開催事業

根拠法令 R1予算現額

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

介護予防の普及啓発に資
することができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

社会参加の場を提供するこ
とにより健康の維持、閉じこ
もり予防介護予防につな
がった。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者と地域住民の交流が
図られた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

日々の生活をいきいきと健
康ですごすための一助と
なっている。

第１章　人と人との絆を紡ぐまち  第４節　高齢者福祉



会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト 現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

3,491千円 臨時職員 0.20 人 100.0%

R1その他職員
従事割合

100.0% 93.0%

期間 0.42 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S52年度～

アンケート回答者のうち「有意義ではなかった」
との回答が1名にとどまった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,520千円 臨時職員 0.25 人

①104.2%
（100人/96人×100）
②89.8%
（79人/88人×100）
③32講座

R元年度目標 R1実績

事業を行っていく中で引き続き検討してい
く。

R1正規職員
人件費

定員数、講座内容、会場を見直し実施し
た。

高齢者大学開催事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市高齢者大学開設要綱、所沢市高齢者大学
運営要領

683千円 533千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,038千円

H30予算現額 H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標を達成できた。

663千円
①応募状況
（応募者/定員数×100）
②卒業証書授与率
（卒業証書授与者数/受講者
数×100）
③講座回数

学生生活の有意義率（修了アンケート）

講座を履修しながら生きがいづくりや仲間づくり
を行い、市の行事に積極的に参加したり、自主
的に団体を作り活動する高齢者を育むことを目
標としている。本講座において有意義な時間
だったかを指標としている。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

100.0% 94.0%

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

高齢者に生涯学習の一環として学習の機会を提
供し、社会環境の変化に対応する能力と心身の健
康を養う。それと同時に、学習を通じより多くの仲
間づくりを行い、交流を深め高齢者の生きがい創
造を果たすもの。
約１年間、６０歳以上の高齢者が約３０講座を受講
し、クラブ活動や委員会活動等を自主的に行う。

0.42 人
非常勤
特別職

58,409千円

期間 7.65 人
非常勤
特別職

R2年度目標

S50年度～

①延利用者数（個人）

②延利用者数（団体）

299,396人

63,587千円 臨時職員 17.00 人

H30年度目標 H30実績

臨時職員 16.41 人

348,000人

非常勤
特別職

346,000人 342,187人

①158,741人

②140,655円

R元年度目標

R1その他職員
従事割合

347,000人

R1実績

213,103千円

R1決算額（見込み）

所沢市立老人福祉センター設置及び管理条例、所
沢市立老人憩の家設置及び管理条例、老人福祉
法

218,955千円 212,087千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額
・R1延利用者数　299,396人
　（個人利用者数＋団体利用者数）

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 222,843千円

新型コロナウィルス感染症防止
対策で、3月中施設を休館したた
め目標値を達成出来なかった
が、その期間を除けば、毎年、同
程度の利用者は獲得出来てい
る。

R1年度に改善した点

高齢者の、趣味や教養の向上、健康増進の拠
点（居場所）となることが事業の目的となるた
め、個人、団体の延べ利用者数を指標とする。

老人福祉センター4荘合同で、市内4か所
で広く市民に対して健康相談事業を開催
した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

男性利用者が参加しやすい、催し、教養
講座を多く開催し男性利用者の獲得を目
指す。

R1目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウィルス感染症防止対策で、3月中
施設を休館したことで、個人・サークル・団体利
用者が減少したため。
3月1日～31日まで（25日間）

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

老人福祉センター等
運営事業

　地域の高齢者の健康と生きがいの増進、教養の
向上、介護予防の推進のため、レクリエーションの
場を提供し、また、高齢者からの相談に応じ適切な
援助を行う。

6.97 人

R1正規職員
人件費

期間 1.55 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H28年度～ 12,884千円 臨時職員

臨時職員

①22,518人

②17箇所

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

28箇所

20箇所 15箇所

新規で２か所開設したが、開設を希望する団体
が少なかったため。

24箇所 17箇所

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

認知症の普及啓発を図れるよう、目標値
を意識するとともに、認知症カフェの連携
会議や認知症サポーターを活かす仕組み
づくりなど事業の質の向上に努めていく。
また、募集の時期・内容の見直しを行い、
周知の方法を工夫していきたい。

成果指標の目標値を達成できな
かったが、今後も認知症施策を
推進していく。

新たに各地域包括支援センターに認知症
地域支援推進委員を配置し、地域におけ
る支援体制の構築、認知症ケアの向上の
一層の充実に努めた。

R1年度に改善した点

認知症施策推進事
業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法 10,302千円 9,888千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

6,788千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,560千円

H30予算現額 H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ｂ

11,013千円

①認知症サポーター養成講
座受講者数（延べ人数）

②認知症カフェ開設数

認知症カフェ開設数
認知症の普及啓発を図るうえで認知症カフェの
開設数を目標値とした。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

指標名

認知症の方の意思が尊重され、できる限り住み慣
れた地域で暮らし続けることができるような仕組み
の構築を目的とする。具体的には、認知症の理解
を深めるための普及啓発、適時･適切な医療や介
護等を提供するための支援チーム設置、本人や家
族介護者の心身の負担軽減や気持ちに寄り添う
支援を行う。

0.81 人
非常勤
特別職

期間 0.60 人
非常勤
特別職

R2年度目標

H28年度～ 4,987千円 臨時職員

①訪問看護ステーション調
査・一覧作成・医療機関アン
ケート
②運用支援に係る出前講座
③市民向け公開講座の開催

R元年度目標 R1実績

今後の普及啓発の課題として、どこにど
の程度のレベルの情報を周知することが
望ましいかの検討が必要。

R1その他職員
従事割合

3,000人 2,300人

3,000人

H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

高齢者がいつまでも住み慣れた自宅や地域に住
み続けることができるよう、地域の医療・介護の資
源の把握、地域の医療・介護関係者が参画する会
議の開催、医療・介護関係者の情報共有の支
援、・医療・介護関係者の研修及び市民への普及
啓発を実施する。

0.66 人
非常勤
特別職

3,000人 6,469人

新型コロナウィルス感染症拡大防止のため、イ
ベントを活用したパンフレット配布が例年ほどで
きなかったため。

臨時職員

R1決算額（見込み）

介護保険法 18,936千円 15,534千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 18,763千円 15,758千円
①地域の医療・介護資源の
把握
②医療・介護関係者の情報
共有の支援
③市民への普及啓発

在宅医療介護の普及啓発を行なう人数

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

指標上は目標値に届かなかった
他方で、専門職間での連携に関
する課題の具体的な対応策の
検討が進んだ点など一定の推進
ができた。

R1年度に改善した点

在宅医療介護を推進するためには、専門職同
士の連携体制を構築することと同時に、在宅で
のサービスを受けるために必要な情報を周知
し、利用者のニーズの拡大も必要となるため。

市内だけでなく、市外の医療・介護関係者
との連携について、狭山保健所を中心に
広域連携について検討を始めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

H30年度目標高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

5,531千円

R1正規職員
人件費

H30決算額 指標名

在宅医療・介護連携
推進事業

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者の生きがいづくりや
仲間づくりが図られた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

施設を利用して地域と繋が
ることで、高齢者の文化的
で健康な日常生活に寄与し
ている。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１７．パート
ナーシップで
目標を達成し

よう

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

医師会をはじめとした関係
団体と協働で事業を推進し
た。

どのように貢献したか

認知症になってもできる限り
住み慣れた地域で暮らし続
けることができるよう認知症
施策を推進した。



会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト 現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

事業の目的及び具体的な内容

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

H27年度～ 臨時職員

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

8,045千円 臨時職員 R1実績

地域資源の把握や共有を行っている。今
後は協議体と協動しながら課題の解決に
むけた取組を進めていく。R2年度目標

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

H30実績

326

R1年度に改善した点

生活支援コーディネーターや協議体の活動を通
じて把握する地域資源数

地域資源の把握や共有を行うとともに、解決策
の検討を図ることから、地域資源の把握数を目
標値とした。

令和元年9月末から所沢市地域資源情報
サイト「トコまっぷ」を稼働し、地域資源の
「見える化」を実現したことにより、幅広く
周知を行うことができた。

H30年度目標

796 目標達成済

目標設定の考え方・根拠

Ａ

成果指標の目標値を達成してい
る。今後も生活支援・介護予防
サービスの充実を図り、課題解
決への取り組みを進めていく。

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 59,600千円

R1目標値が未達成の理由・分析
生活支援体制整備
事業

根拠法令

0.96 人
非常勤
特別職

H30決算額

①地域資源情報の発信回数

②第１層と第２層の情報共有
のための会議開催回数

指標名

59,599千円

59,596千円

非常勤
特別職

R元年度目標

298

①２回

②６回

R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法 59,612千円

312

463

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

生活支援・介護予防サービスの充実を目的として、
ボランティア等の生活支援の担い手の発掘・養成
等を行うとともに、市域及び圏域に協議体を設置
し、地域資源の把握・開発やネットワーク化を実施
し、多様な主体によるサービスの提供を図る。
また、市域及び圏域に生活支援コーディネーター
を配置する。

6,317千円

期間 0.76 人

Ｈ15年度～ 2,992千円 臨時職員

期間 0.36 人
非常勤
特別職

R1実績

認知症の高齢者がより安心して生活でき
るように、当事業だけでなく、地域での「み
まもり」活動をセットに考えた取組を進め
る。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R2年度目標

目標達成済3.0% 3.0%

3.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

3,101千円 臨時職員

①971人

②31人

R元年度目標

成果指標の目標値を達成してお
り、利用率については、一定の
成果があげられていると考えて
いる。

361千円

①市内の歩行可能な認知症
高齢者数

②利用者数

地域包括支援センター及びケアマネ
ジャーと連携して利用状況等を調査し、適
切な利用を図った。

徘徊高齢者家族支
援事業

根拠法令 R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市徘徊高齢者家族支援事業実施要綱 471千円 278千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 434千円

H30予算現額 H30決算額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

利用率
（当該年度の利用者数÷市内の歩行可能な認
知症高齢者数×100）

市内の歩行可能な認知症高齢者数（要援護高
齢者調査による）のうち、およそ3%の利用者数を
想定・目標としている。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

3.0% 3.0%

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

指標名

徘徊行動のある高齢者の早期保護と安全確保を
行うことによって、当該高齢者を介護する家族の、
肉体的・精神的な負担の軽減及び安心して介護が
できる環境整備の促進を図る。
徘徊高齢者にＧＰＳ機器を携帯してもらい、徘徊し
た際、介護している家族が、位置情報（地図上の
位置表示・電話でオペレーターからの位置照会等）
をもとに早期保護を行う。

0.37 人
非常勤
特別職

期間 1.18 人
非常勤
特別職

0.00 人 R2年度目標

Ｓ60年度～ 9,808千円 臨時職員 0.00 人

1,655台 1,376台

臨時職員 0.00 人

①1,192台

②24台

R元年度目標

5.0% 2.5%

5.0%

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

事業の適正な利用を進めており、誤報多発者や
一時停止者への利用方法の確認や本人の状況
確認等を進めたが、利用方法について徹底され
ていないところがあったため。

R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

1.35 人
非常勤
特別職

0.00 人

R1決算額（見込み）

所沢市一人暮らし高齢者等緊急通報システム事
業実施要綱

49,227千円 39,930千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 51,429千円 44,583千円

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

事業の適正な利用について段階
的な見直しの検討を実施してい
る状況である。今後、さらに事業
の改善を進めていく。

R1年度に改善した点

利用台数を指標としていたが、制度の適正利用
を進めており、誤報多発者や一時停止者への
利用方法の確認や本人の状況確認等により、
不必要な通報を減らしていく。

制度の適正利用に向け、制度の現状や
利用状況等を踏まえ、対象者要件につい
て要綱改正を行った。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

高齢者数の増加や同種の民間サービス
の普及等の社会背景を踏まえたた円滑な
事業運営や本人の状態に則した適切な事
業利用の促進を継続して実施する。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

根拠法令 R1予算現額

11,313千円

突発的な病気などの緊急時の連絡手段を確保し、
一人暮らし高齢者等の緊急時の安心安全な生活
を維持することを目的とする。
緊急ボタン等の操作で、24時間委託事業者のオペ
レーターが対応し、必要に応じて消防署に救急要
請を行う。生活反応センサーなどにより、一定時間
動きがない場合もオペレーションセンターへ通報さ
れる。

H30決算額

一人暮らし高齢者等
緊急通報システム事
業

指標名

Ｈ14年度～ 3,740千円 臨時職員

①年度末時点の機器利用台
数

②年度末時点までの新規設
置数

（～H30） 年度末時点の機器利用台数
（Ｒ１～）救急出動率
当該年度の救急車出動件数÷当該年度の通報
総件数（誤報を含む）×100

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

4,022千円 臨時職員

①345人

②7281件

③6回

R元年度目標 R1実績
今後も高齢者人口の増加が予測されるが、介護保険
サービスや民間の安否確認サービスの普及等、高齢
者が利用できる福祉サービスが多様化してきている。
こうした状況を考慮し、高齢者が適切なサービスや地
域とつながることができるよう事業対象者や事業目
的等の見直しを引き続き行い、本事業の改善を図
る。

0.45 人
非常勤
特別職

目標達成済6回

近隣との交流や福祉サービスの利用機会が少な
い高齢者等を対象に、希望者の自宅を定期的に訪
問し、安否確認を行うとともに、話し相手となること
で、高齢者が安心して暮らせる環境を整備し、高齢
者の福祉の増進を図ることを目的とする。

0.48 人
非常勤
特別職

6回 6回

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

6回

4回

法定受託＋附加 4,368千円 4,193千円

4,102千円

H30実績

R2年度目標

H30その他職員
従事割合

①訪問依頼者延べ人数

②訪問延べ件数

③定例会・研修会の開催回
数

指標名 R1年度に改善した点

定例会・研修会の開催回数

対象者宅を定期的に訪問することを目的とした事業のため、
訪問延べ件数を目標値としていたが、近年サービスが多様
化してきていることから本事業の適切な利用を進めるための
見直しを行っている。平成30年度より、一般のボランティアで
ある相談員の資質向上を図るため、定例会・研修会の実施
回数を目標値としている。

R1年度の相談員任期満了に伴い、委嘱
者の改選を行った。現在の事業利用者数
と今後の新規利用者の見通しから、相談
員定数の見直しを行った。

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析
H30正規職員
人件費

H30決算額

高齢者みまもり相談
員設置事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

H30予算現額

期間

重要 自治事務

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

事業の目的及び具体的な内容

所沢市高齢者みまもり相談員事業実施要綱

法定受託事務

成果指標の目標値を達成してお
り、一定の成果があげられてい
る。今後も、事業の適切で効果
的な利用に向けた見直しを進め
ていく。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

4,200千円

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

各地域の資源把握や課題
検討を行うことにより、互い
に支え合いながら住み続け
られるまちづくりを推進し
た。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

突発的な病気を抱える一人
暮らし高齢者等の緊急時の
安心安全な生活に資するこ
とができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

徘徊行動のある高齢者の早
期保護と安全確保に資する
ことができた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

福祉サービスや地域とのつ
ながりが少ない方に利用し
てもらうことにより、地域に
おけるセーフティネットとして
貢献した。



会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト 現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

項目名

■ □ □

実績

評価者

高齢者支援課長　田中　浩文

期間 0.28 人
非常勤
特別職

R2年度目標

手当を支給し、ねたきりや認知症高齢者等を長期
的に在宅介護する者の身体的・精神的負担を軽減
することを目的とする。
６５歳以上で要介護認定を受け要介護４又は５の
状態のねたきり老人等を常時介護している介護者
に、年度に１回４０，０００円を申請により支給する
ものである。

0.28 人

臨時職員 269人

金銭給付以外の重度の在宅介護者に対
する負担軽減策を研究していく。

2,327千円

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

10,440千円

261人

R1その他職員
従事割合

267人

臨時職員

267人

非常勤
特別職

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 13,000千円

267人

R元年度目標 R1実績

263人

2,346千円

ねたきり老人等介護
者手当支給事業

根拠法令 R1予算現額

H30正規職員
人件費

R1正規職員
人件費

特になし。

R1目標値が未達成の理由・分析
H30その他職員
従事割合

H30実績

13,600千円

H30予算現額 目標設定の考え方・根拠

Ａ

目標達成済

H30年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1年度に改善した点

10,680千円

目標支給者数。

高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

成果指標の目標値を達成してい
る。

所沢市ねたきり老人等介護者手当支給要綱

支給者数
要介護4.、5の人数の伸び率（1.04%）を実績値に
かけたものを目標値（目標支給者数）とする。

重要

期間

介護保険法

高齢
者支
援課

事業の目的及び具体的な内容

H29年度～

介護予防・日常生活
支援サービス事業

根拠法令

実施計画ランク

Ｈ8年度～

高齢者が自立した生活を継続するため、市町村が
主体となって、これまでの介護予防訪問介護等に
相当する専門的なサービスのほか、多様なサービ
ス（短期集中予防通所サービス）や、介護予防ケア
マネジメントを実施する。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1その他職員
従事割合

50.0% 95.5%

機能改善状況については、成果
指標の目標値を達成している。
今後は、サービス終了後の機能
維持の状況についての支援を考
えていく必要がある。

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

目標達成済

1.45 人
非常勤
特別職

R2年度目標

R1正規職員
人件費

14,162千円 R元年度目標①従前相当サービスの安定
的な運用に努めた
②通所型短期集中予防サー
ビスの実施と、訪問型サービ
スの検証を実施した。
③事業者の指定・変更・廃止
等の処分を行った。12,052千円

R1年度に改善した点

短期集中通所型サービスでは、３ヶ月の期間の
リハビリの結果を、「改善・向上・維持・悪化」で
測る。本事業の目的が、高齢者が自立した生活
を継続できることであり、利用者の運動器の維
持・機能向上を測ることができる指標であるた
め。

多様なサービスの実施に向け、専門職を
交えた協議と試験的に実施をした。

R1決算額（見込み）

50.0%

①従前相当サービスの実施
②多様なサービスの実施・検
討
③サービス提供事業者の指
定・管理・指導

短期集中通所型サービス利用者の、終了後の
機能改善結果が「改善・向上・維持」であった割
合

97.2%

H30実績

610,975千円

1.69 人

50.0%

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 802,939千円 607,110千円

特
別

H30予算現額

非常勤
特別職

臨時職員 0.15 人

H30その他職員
従事割合

臨時職員

総合事業の多様なサービスの導入是非
について、結論を出すため継続的に検討
を行っていく。

861,206千円

Ａ
事業の目的及び具体的な内容

H30正規職員
人件費

H30年度目標 R1目標値が未達成の理由・分析

事業の種別

R1実績

R1予算現額

H18年度～ 120件

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

9,721千円 臨時職員

①92,925

②22,642

R元年度目標

非常勤
特別職

R2年度目標

8,146千円 臨時職員

地域包括支援センターの運営について
は、効果的・安定的に実施されるよう地域
包括支援センターの評価を定期的に行
い、地域包括支援センター運営協議会で
の意見を踏まえて、必要な改善・職員体
制の検討を行う。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

R1目標値が未達成の理由・分析

地域包括支援センターを市内に設置することで、
介護保険法に定める包括的支援事業（訪問相談
等）、介護予防事業（介護予防教室等）等を実施
し、高齢者をはじめ地域住民の保健医療の向上及
び福祉の増進を包括的に支援することを目的とす
る。

1.16 人
非常勤
特別職

60件

0.98 人

90件 96件

R1実績

R1決算額（見込み）

介護保険法 377,440千円 377,440千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

R1予算現額

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 347,081千円 341,328千円

目標設定の考え方・根拠

Ａ

今後も地域包括ケアシステムの
深化・推進のため、介護保険法
に定められた評価等を的確に実
施し業務改善を進めていく。ま
た、会議をスムーズに進行し、計
画されている事例数を検討でき
るようにしたい。

R1年度に改善した点

①高齢者人口

②総合相談件数

市全体での個別事例の検討件数

地域ケア個別会議を開催することにより
● 高齢者の個別課題解決に対する支援
● ネットワークの構築
● 地域課題の発見
● 自立支援に資するケアマネジャーのケアマネジメントの実
践力向上を図る

増加し続ける高齢者人口・相談件数を勘
案し、令和元年度からの委託契約では、
より多くの人員が配置できるよう委託料の
見直しを行った。

59件

目標達成済

H30実績高齢
者支
援課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

地域包括支援セン
ター運営事業

根拠法令

H30決算額

期間

H30年度目標

指標名

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

ねたきりや認知症高齢者等
を長期的に在宅介護する者
の身体的・精神的負担を軽
減することに資することがで
きた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

介護予防サービスを提供
し、高齢者の自立した生活
の継続に資することができ
た。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

高齢者が住み慣れた地域で
安心して暮らしつづけること
ができるよう、高齢者の生活
を支える総合相談窓口とし
ての役割を果たした。



会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト 現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

介護保険料賦課徴
収事業

期間 3.76 人

重要

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 26,345千円 24,289千円

Ａ

保険料未納者に対して督促、催
告（文書、電話、訪問）等の滞納
整理事務を行っているが、目標
の収納率は未達成となった。し
かしながら、前年度の収納率に
比べ、微増となった。

R1年度に改善した点

①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率(現年度）

介護保険の財源確保のため、６５歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。 消費税率の変更を受け、引き続き低所得

者の保険料の軽減率を検討した。

H30年度目標 H30実績

目標値は比較的高く設定しているが、文書、電
話、個別訪問等による再三の督促、催告にもか
かわらず未納が生じており、未達成となってい
る。

H30決算額 指標名

R1決算額（見込み）

介護保険法、所沢市介護保険条例 24,946千円 22,255千円

H30予算現額

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

根拠法令 R1予算現額

R1目標値が未達成の理由・分析

98.85%

99.0% 98.91%

非常勤
特別職

R2年度目標

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

25,391千円 臨時職員 1.00 人

①２０．３８％

②１８，５７４件

③５６人

R元年度目標 R1実績

介護サービスの必要性や分かりやすい納
付方法の案内に努め、また個別の状況に
応じた納付相談を行い、被保険者の理解
をいただくことが重要である。

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

平成12年度～ 31,253千円 臨時職員 2.00 人 99.0%

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな
社会保険制度として各市町村が保険者となり、介
護保険制度が実施された。介護保険運営のため
の財源として、所沢市の65歳以上の被保険者の介
護保険料を賦課徴収する。

3.03 人
非常勤
特別職

99.0%

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

H30正規職員
人件費

H１２～

重要 自治事務

H30決算額

紙おむつ給付事業

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

Ａ

軽度認定者に対する支給要件
の見直しにより利用件数が減少
したものの、依然として約3千人
の利用者がいると想定され、在
宅介護認定者の自立した生活を
促進する意味で必要性の高い事
業であると考えている。

所沢市介護保険条例・介護保険法 168,806千円 136,049千円

事業の目的及び具体的な内容

①紙おむつ延利用件数

②紙おむつ利用者数（概算）

指標名

H30その他職員
従事割合

R1年度に改善した点

紙おむつ延利用件数

給付の成果を測る指標として、紙おむつの需要
度を示す延利用件数を設定した。ただし、ただ
増えればよいということではなく、支給要件に従
い、真に必要とする人への給付に努めること
で、財源に見合った適正な給付を目指してい
る。

定期的に支給対象商品の見直しを行うこ
とで、利用者のニーズに沿った事業の運
営を図った。

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

R1予算現額 R1決算額（見込み）

3,657千円 臨時職員 0.00 人

法定受託事務 法定受託＋附加 167,172千円 139,027千円

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

2,933千円 臨時職員 0.00 人

①35,281件

②2,940人（①÷12月）

R元年度目標 R1実績

国庫支出金等の見直しが予定されている
中、Ｒ３年度からの次期介護保険事業計
画の策定において、財源見直し等を含め
た検討を行う。

0.35 人
非常勤
特別職

目標値を下回る利用件数となったが、H30年度
に行った支給要件見直しの影響によるものと考
えられ、適正な給付に努めた結果と分析してい
る。

37,000件

在宅の介護認定者に対し、紙おむつを支給するこ
とで自立した生活の促進や高齢者の尊厳の保持を
図る。
①給付申請に基づき、指定事業者へ紙おむつの
宅配を依頼。
②指定事業者は月１回、紙おむつを利用者へ配達
し、利用者自己負担額を受け取る。
③市は事業者からの請求に対し、毎月給付分を支
払う。

38,000件 36,399件

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

35,281件

35,000件

期間 0.44 人
非常勤
特別職

R2年度目標

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

介護認定審査会事
業

根拠法令 R1予算現額

18,855千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

R1決算額（見込み）

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行
規則、介護保険法

118,085千円 107,388千円

①要介護（要支援）認定申請
件数

②要介護（要支援）認定申請
から主治医意見書入手まで
の日数

③介護認定審査会開催数

介護認定申請日から認定日までの日数

事業の目的及び具体的な内容
Ｃ

多くの認定審査会委員・主治医
意見書作成医師・認定調査員の
協力により、事務は円滑に行え
ているが、遅延を埋めるまでの
成果には至っていない。

R1年度に改善した点

認定申請日から30日以内に結果を送付すること
となっているので、認定日までに要した平均日
数を目標値に近づけていく。

引き続き、指定市町村事務受託法人の認
定調査員不足を解消する為に、調査員募
集ちらしの介護保険課カウンター上への
配架、ポスター貼付など人材確保の為に
協力をした。また、迅速な主治医意見書
作成依頼・訪問調査依頼に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

適正な作成期間・適切な内容の、主治医
意見書・訪問調査票の入手に努める。

急速に進む高齢化に伴う要介護（要支援）認定
申請件数の増加と、介護の人材不足からの認
定調査員の不足の為、要介護（要支援）認定は
遅延しており、目標値の達成がむずかしい。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 111,512千円 98,679千円

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）
認定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催し、委
員（5名×18合議体=90名）は、月２回審査会に出席す
る。市は審査判定が可能な者から逐次審査会資料を作
成し、１週間前までに審査会委員に届くように郵送する。
（対象者が特定されないよう、委員の資料には氏名、生
年月日、主治医名等を削除する。）各委員の意見に基づ
き、審査を行い、二次判定を実施する。市は審査判定の
結果を受け、要介護（要支援）認定を行い、結果通知及
び被保険者証を審査会開催日翌日に対象者に送付す
る。

2.25 人
非常勤
特別職

30日 46日

臨時職員 2.25 人
①14,507件

②22日

③398回

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

30日 49日

30日

期間 3.23 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成11年～ 26,848千円 臨時職員 2.75 人

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

3.31 人

R1正規職員
人件費

平成12年度～

H30決算額 指標名

介護保険訪問調査
事業

H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①要介護（要支援）認定申請
件数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

Ａ

調査委託先事業所数・調査委託
件数の拡大について、検討が必
要である。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

介護保険法 99,396千円

根拠法令

90,881千円

事業の目的及び具体的な内容

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支援）
認定に係る審査判定資料となる、状態把握のための訪
問による調査業務。新規申請・認定区分変更申請・更新
申請の一部の認定調査は、市職員（30年度から指定市
町村事務受託法人を含む）が実施し、更新申請のうち、
一部を除いた認定調査は指定居宅介護支援事業者等
の厚生労働省令で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身の
状況等を調べるため、市職員や委託した認定調査員
が、本人の居宅、入所施設等を訪問し、国から示された
判断基準を基に、動作の確認及び本人や家族などから
聞き取り調査を実施するものである。

認定調査全件数に占める民間委託件数の割合
｛（民間委託による調査実施数）÷（全調査実施
数）｝

R1年度に改善した点

急速に進む高齢化に伴い要介護（要支援）認定
申請件数は増加することが見込まれる為、事務
の効率化・定員の適正化・人件費の増加を抑え
るなどの効果を期待して、認定調査の委託化を
進める必要があると考える。

引き続き、指定市町村事務受託法人の認
定調査員不足を解消する為に、調査員募
集ちらしの介護保険課カウンター上への
配架、ポスター貼付など人材確保の為に
協力をした。また認定調査受託未実施の
居宅介護支援事業所に実施を働きかけ
た。

介護の人材不足から認定調査員が不足し、指
定市町村事務受託法人・指定居宅介護支援事
業者の認定調査受託件数がのびなかった為、
目標値を達成しなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

介護保険利用者の不利益にならないこと
を最優先に考え、調査委託先の人員確保
や調査の質などの状況を良く見極め、慎
重に委託化を進めていく。

目標設定の考え方・根拠

H30実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 93,622千円 78,522千円

27,738千円 臨時職員 11.55 人

①14,507件

②4,763件

③9,655件

R元年度目標 R1実績

R2年度目標

28,676千円 臨時職員 11.00 人 69.3%

期間 3.45 人
非常勤
特別職

R1その他職員
従事割合

69.3% 67.0%

非常勤
特別職

72.3% 67.5%

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定を行った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

適切な要介護状態区分の
審査判定の為、正確な調査
を行った。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

安心して地域で住み続けら
れるように必要な介護サー
ビスを利用いただくための
財源確保に努めた。

３．すべての
人に健康と福

祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

紙おむつの支給により、住
み慣れた家での自立した生
活の継続に貢献している。



会
計

事務事業名称 事業概要（全体）

経費

投入コスト 現状の課題
評価
理由

事業自体が
貢献する
項目

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R1)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

所属
名称

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険担当参事　岸　克実

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

特
別

H30予算現額

介護相談員派遣事
業

根拠法令 R1予算現額

2,346千円

H30決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

Ｓ

相談員は毎月定期的に施設を
訪問し、利用者の要望等をよく
聞きだし、気づいた点も含めて施
設側へ報告し改善につなげてい
る。
年度末はコロナウイルスの流行
に伴い、活動できなかった期間
もあったが、目標を達成すること
ができた。
介護相談員活動は、施設側の
サービ向上に有益であるため、
今後も継続していきたい。

R1年度に改善した点

介護相談員が施設を訪問し、利用者の相談・要
望等を施設側へ伝え、解決することが目的と
なっているため、相談、要望を受けた件数に対
して、解決・改善が行われた割合を指標とした。

相談員３名を新規委嘱した。

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

施設数は増加しているが、相談員希望者
は少なく、現状の１相談員１施設への派遣
が難しくなっている。派遣先をローテー
ションしながら空白期間を短くするようにし
ている。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,030千円 1,425千円
①相談員の訪問回数

②相談、要望件数

③解決・改善件数

解決・改善率

R1決算額（見込み）

所沢市介護相談員派遣事業実施要綱
介護保険法

2,030千円 1,467千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標 H30実績 R1目標値が未達成の理由・分析

介護相談員が定期的に市内の特別養護老人ホーム(14
カ所）を訪問し、入所者と会話や相談を行う一方、施設と
の橋渡しをすることにより、入所者の要望や疑問、不安
や心配事に対応して、施設に働きかけるなど現場での
解決と改善に努める。
①月に2回程度施設を訪問し、入所者や施設職員と接す
る。②入所者の要望・疑問等を施設側に提起し、解決・
改善を図る。③介護相談員と事務局(市)で定例会を開
催し、活動報告を行う。

0.28 人
非常勤
特別職

50.0% 43.2%

目標達成済

臨時職員 0.05 人
①221回

②６０件

③３１件

R元年度目標 R1実績

R1正規職員
人件費

R1その他職員
従事割合

50.0% 51.7%

50.0%

期間 0.34 人
非常勤
特別職

R2年度目標

平成15年度～ 2,826千円 臨時職員 0.10 人

介護
保険
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H30予算現額

住民税非課税世帯の低所得者の自己負担を軽減
し、介護サービス利用を促進する。

0.43 人

R1正規職員
人件費

平成12年度～

H30決算額 指標名

介護保険低所得者
助成事業

目標設定の考え方・根拠

Ａ

支給件数・支給額とも横ばいの
状況だが、低所得者が経済的負
担を理由にすることなく、本来必
要な介護サービスを受けるため
に無くてはならない事業であり、
今後も適切な給付に努めつつ継
続していきたい。

R1予算現額 R1決算額（見込み）

所沢市介護保険低所得者助成金要綱 45,499千円

R1年度に改善した点

対象者に対し助成金制度が浸透し、対象者が
必要な申請を毎月正確に行えているかを測るた
め、申請件数に対する支給件数の割合を指標
に設定している。

運用上の見直しは特に行わなかったが、
引き続き広報ところざわや市ＨＰ等を活用
し、制度の周知に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今
後の課題解決に向けた取り組み

R1目標値が未達成の理由・分析

今後、対象者の増加が見込まれる中、次
期介護保険事業計画の策定において、財
源に見合った事業の在り方について検討
したい。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 45,500千円 41,371千円

根拠法令

41,722千円

事業の目的及び具体的な内容
H30正規職員
人件費

H30その他職員
従事割合

H30年度目標

①支給件数

②申請件数

助成金支給率
（支給件数÷申請件数）

H30実績

90.0% 96.0%

3,603千円 臨時職員

①15,580件

②16,268件

R元年度目標 R1実績

非常勤
特別職

期間 0.68 人
非常勤
特別職

R2年度目標

5,652千円 臨時職員 0.40 人

R1その他職員
従事割合

90.0% 95.8%

90.0%

１１．住み続
けられるまち

づくりを

助成金の支給によって、経
済的理由により本来必要な
介護サービスを十分に受け
られない等の事態を防いで
いる。

どのように貢献したか

入所者の疑問、不満及び不
安を解消するために施設と
の橋渡し役を務め、介護
サービスの質的な向上を
図った。

１．貧困をなく
そう

３．すべての
人に健康と福

祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と福

祉を


